政策ニュースレター第14号
「費用保障方式では市町村の関与が希薄になる」
社会保障審議会少子化対策特別部会・保育第1専門委員会（第5回）報告
日時：2009年11月6日（金）16：00～18:00
場所：厚生労働省専用第21会議室
出席者：＜委員＞ 大日向・恵泉女学園大学教授（委員長）
吉田（昌）・連合生活福祉局次長
岩村・東京大学教授、飯塚・三鷹市子育て支援室長
市原・三鷹市子育て支援室長
川崎・NTTドコモダイバーシティ推進室長
木原・全国私立保育園連盟常務理事
駒村・慶應大学教授、榊原・読売新聞記者
佐藤・全国保育協議会施設検討委員会委員長
高橋・日本保育協会理事、椋野・大分大学教授
吉田（正）・遊育代表取締役＜特別部会委員＞
内海・吉村小児科院長＜事務局＞
伊岐・雇用機会均等児童家庭局長
香取審議官
田河総務課長
朝川少子化対策企画室長
今里保育課長

議題： 保育の質の確保・向上について


　冒頭、事務局より、4日に発表された地方分権改革推進委員会「第3次勧告」に対する厚生労働省の対応方針について説明があった。保育事業者団体からは、「これまでの保育制度改革の議論は国の最低基準が維持されることが前提であった」と、人員配置や居室面積等の国基準を条例に委任することへの危惧が表明された。
香取審議官は、「地方分権、保育の質、財源、待機児童という観点から、厚生労働・少子化・地方分権担当の政務3役のプロセスを経て、政府としての結論をだす」と今後の予定を説明。連合の吉田委員は、「保育サービスの質と量の拡充には、国の財政保障と最低基準が必要である」と主張した。

また、吉田委員は、前回の保育第1専門委員会で事務局が示した「費用保障」（市町村は利用者に対して費用を保障する→利用者と保育所が契約を結び、サービスの提供の対価として利用料を支払う→保育所は市町村から保育費用を代理受領できる）では、保育所と市町村との対面的な関係がなくなり、質を維持・向上していく上で重要な市町村の規制権限なくなる指摘した。
それに対して、「都道府県の指定を通してと市町村は関与できる」（朝川室長）と回答した。「指定権者でない市町村の関与は法的に担保されるのか」（吉田委員）の問いには、「指定権者は必ずしも都道府県知事を想定していない」（香取審議官）と、市町村が指定を行うことを示唆した。さらに、吉田委員は「サービス給付にした場合は、使途制限をするしないの選択肢があるが、現金給付では使途制限をしない選択肢しかない。医療保険型のサービス給付に改めた上で、使途制限の内容について議論してもよいと考えている。
なぜ、金銭給付の費用保障なのか」との問いに対しては、「自然だから」との答えるだけで明確な根拠は示さなかった。
　次回開催は11月16日、専門委員会としての議論整理を行う予定。 

以上
